
 

 

 

 

Ⅱ．総合研究報告書 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 3 - 

厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業） 

総合研究報告書 

 

次期健康づくり運動プラン作成と推進に向けた研究 

 

研究代表者 辻 一郎 東北大学大学院医学系研究科公衆衛生学分野・客員教授 

 

研究要旨 

 令和６年４月に開始された健康日本 21（第三次）の策定・実施・評価を学術的観点からサポー

トすることを目的に、15 名の研究者で研究班を組織し、以下の結果を得た。 

１. 2022 年の健康寿命は男性 72.57 年・女性 75.45 年、不健康期間は男性 8.49 年・女性 11.63 年

であった。2010～2019 年の推移を基準とすると、2022 年の健康寿命も不健康期間も短くなって

おり、これには COVID-19 の影響による死亡率と不健康割合の上昇が強く関連することが示唆さ

れた。 

２. 健康日本 21（第三次）で掲げるべき目標項目と目標値を提案するために、さまざまなエビデン

スを精査し、ロジックモデルを検討した。これをもとに、56 項目の目標候補を提案した。健康

日本 21（第三次）の目標全 51 項目のうち 30 項目について、ロジックモデルとアクションプラ

ンを作成した。 

３. 上記の検討結果を全国の健康づくり担当者に幅広く伝えるためにウェブによる「アクションプ

ラン研修会」を３回開催し、10 名の研究分担者が講義を行った。各回とも約 800 名の登録があ

り、受講者の 96.1％が「非常に満足した」または「まあ満足した」と回答するなど、高い評価

をいただいた。 

以上のように、本研究は３年間の計画通りに進捗した。学術研究面の業績に加えて、健康日本 21

の普及啓発や健康づくり施策の立案・展開に対しても大きく貢献できたものと思われる。 

 

研究分担者 

相田   潤 東京科学大学大学院医歯学総合研

究科 歯科公衆衛生学分野・教授 

井上   茂 東京医科大学医学部 公衆衛生学

分野・主任教授 

岡村  智教 慶應義塾大学医学部 衛生学公衆

衛生学教室・教授 

片野田耕太 国立がん研究センターがん対策研

究所 データサイエンス研究部・部

長 

川戸美由紀 国立保健医療科学院 疫学・統計研

究部・上席主任研究官  

栗山  健一 国立精神・神経医療研究センター 

精神保健研究所 睡眠・覚醒障害研

究部・部長 

 

近藤  克則 千葉大学予防医学センター 社会 

(令和４・５年度)    予防医学研究部門・教授 

近藤  尚己 京都大学大学院医学研究科 社会

疫学分野・教授 

田淵  貴大 東北大学大学院医学系研究科 公

衆衛生学分野・准教授 

津下  一代 女子栄養大学栄養学部・特任教授 

西   大輔 東京大学大学院医学系研究科 精

神保健学分野・教授 

村上  義孝 東邦大学医学部 医療統計学分野・

教授 

村山  伸子 新潟県立大学人間生活学部・教授 

横山  徹爾 国立保健医療科学院 生涯健康研

究部・部長 
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Ａ．研究目的 

 国民健康づくり運動「健康日本 21（第二次）」

の最終評価報告書（令和４年 10 月）で示された

到達点と課題などに基づいて、次期国民健康づ

くりプランに関する議論が、厚生科学審議会地

域保健健康増進栄養部会（以下、「部会」）と同・

次期国民健康づくり運動プラン（令和６年度開

始）策定専門委員会（以下、「策定専門委員会」）

で行われた。そして令和６年４月から健康日本

21（第三次）が始まり、厚生科学審議会健康日本

21（第三次）推進専門委員会（以下、「推進専門

委員会」）が発足した。 

 本研究の目的は、健康日本 21（第三次）の策

定・実施・評価に関して学術的観点からサポー

トすることである。具体的には、（１）国民の健

康課題の要因・健康増進施策などに関する科学

的エビデンスを収集・精査し、次期プランの策

定に活用すること、（２）各種の健康課題におい

て目標とすべき項目、目標値など、次期プラン

への提言を行うこと、（３）作成された次期プラ

ンに基づき、国及び各自治体が取り組むべき健

康増進施策を示すこと、（４）上記施策の効果的

な実施・展開方法を提言すること、（５）次期プ

ランの推進及び評価の体制について提案を行う

こと、である。 

 これらの目的を達成するため研究班を組織す

る。辻は、部会の部会長と策定専門委員会の委

員長を務めた。岡村・近藤（克）・近藤（尚）・津

下・西・村山・横山は策定専門委員会の委員であ

った。また、策定専門委員会の委員であった池

原賢代・大阪大学准教授（現・琉球大学教授）、

尾島俊之・浜松医科大学教授、山縣然太朗・山梨

大学教授（現・成育こどもシンクタンク副所長）

には研究協力者として研究班にご参加いただい

ている。推進専門委員会では、辻が委員長を務

め、岡村・津下・横山は委員を務めている。ま

た、川戸の協力者である橋本修二・藤田医科大

学名誉教授は、部会と推進専門委員会に健康寿

命の算定結果を定期的に報告している。以上の

ように、分担研究者・研究協力者の多くが行政

上の課題と学術研究とを連結させられる立場に

ある。 

 以上のような優れた研究実績と政策提言の経

験を有する研究者を組織することにより、健康

日本 21（第三次）の策定と推進を学術面からサ

ポートし、国民における健康寿命のさらなる延

伸と健康格差の縮小に資するものである。 

 

Ｂ．研究方法 

 研究代表者と研究分担者 14 名（令和６年度

は 13 名）と研究協力者 5 名で研究班を組織し、

３年間の共同研究を行った。各年度で３回の研

究班会議を開催するとともに、メールやオンラ

インでの会議を随時開催して協議を行った。 

各年度の第１回班会議では、当該年度におけ

る研究計画を協議した。その後、各研究者が相

互に連携しつつ研究を進めた。第３回班会議で

当該年度の研究結果を取りまとめた。 

 なお、研究方法の詳細については、各分担研

究報告書を参照されたい。 

（倫理面への配慮） 

 すべての研究は「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」を遵守しており、所属施設

の倫理委員会の承認を受けている。個人情報の

取り扱いなどの方法に関する詳細については、

各分担研究報告を参照されたい。 

 

Ｃ．研究結果 

１） 健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関する

研究（川戸美由紀・辻 一郎・村上義孝・ 

 横山徹爾） 

［令和４年度］ 

 川戸は、健康寿命のさまざまな算定方法の間

で指標値・年時差を比較した。その結果、測定対

象の変更（居宅者のみ→居宅者＋入院・入所者）

や最終年齢階級の変更（85 歳以上→85〜89 歳、

90〜94歳、95歳以上）にともなって、健康寿命

（日常生活に制限のない期間の平均）の指標値

（各年年の値）自体は（前者で 0.7 年程度、後

者で 0.1 年程度）変化したが、2010 年から 2019
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年までの年次差はほとんど変わらなかった（0.1

年未満）。健康日本 21 の健康寿命の評価はベー

スライン時から最終評価時までの年次差により

行われるので、これら算定方法の違いによる影

響を受けないことが確認された。 

 辻󠄀は、健康寿命の関連要因を解明するために、

高齢者における心理的苦痛の程度と健康寿命と

の関連を検討した。その際、異なるレベル（K6

点数）の心理的苦痛と健康寿命損失との関連を、

個人レベルと集団レベルのそれぞれで分析した。

男女ともに、心理的苦痛による健康寿命の損失

は、個人レベルでは重度になるほど大きかった

（軽度で約 1.3 年、中等度で約 2.8 年、重度で

約 4.5 年の損失）。該当者数は重度ほど少なかっ

たため、集団レベルでの健康寿命損失の約７割

が低中程度の心理的苦痛によるものであった

（総損失年数に占める割合：軽度が約 45％、中

等度が約 26％、重度が約 29％）。集団全体の健

康寿命を延ばすうえで、メンタルヘルス対策に

おけるポピュレーションアプローチの重要性が

示唆された。 

 村上は、健康寿命延伸プランの健康寿命の延

伸目標と健康日本 21 次期プランの延伸目標と

の整合性を検討した。目標値として 2019 年の健

康寿命「日常生活に制限のない期間の平均」の

男女別の値を用い、厚生労働省「健康寿命延伸

プラン」での延伸目標(2016 年から 2040 年まで

に３年以上の延伸)を参考に、次期プラン最終年

の 2034 年における健康寿命の目標値を男性

74.56 年、女性 77.26 年と定めた。この目標値の

適切性を検討するために、2020-2040 年の将来

の死亡率・不健康割合について９つのシナリオ

を設定、健康寿命を算定した。その結果、2034

年の健康寿命の目標値は、各シナリオにより算

定された健康寿命の最大・最小の中で中間に位

置した。この中間的な予測値は今回算定した

2034 年の健康寿命と近く、目標値の適切性が示

唆された。 

 横山は、全都道府県・市区町村別に、健康寿

命・平均寿命と、死因別死亡、生活習慣・リスク

因子等との関連を検討するための、それぞれの

地域差や経年推移を「見える化」する資料・ツー

ル類を作成した。健康寿命の地域間格差の縮小

策をさらに推進するためには、格差の要因を明

らかにすることが望まれるが、そのための方法

論は十分に示されていない。そこで本研究は、

自治体（都道府県・市町村）において健康寿命の

地域間格差の要因分析を行うための手法を開発

することを目標としている。今後、一部の県で

市町村格差要因分析を試行して手順をまとめ、

自治体担当者が地域間格差の要因分析をできる

ように、具体的な分析手順書と必要なツール類

をパッケージ化する予定である。 

［令和５年度］ 

 川戸は、健康寿命の各指標間で都道府県別の

推移を比較し、都道府県格差の評価方法間の比

較を行った。その結果、「日常生活に制限のない

期間の平均」、「自分が健康であると自覚してい

る期間の平均」と「日常生活動作が自立してい

る期間の平均」との間で、都道府県別の推移傾

向に違いがみられた。「日常生活に制限のない期

間の平均」の 2010～2019 年の都道府県格差に対

して、「年次別、上位４分の１と下位４分の１の

都道府県の平均の差」（健康日本 21（第三次）の

目標評価に利用される指標）と「地域格差指標」

の年次推移は、ほぼ同様の傾向であった。 

 辻󠄀は、65歳以上の地域住民 13,849 名を 13 年

間追跡した前向きコホート研究により、教育歴

と健康寿命との関連を検討し、以下の結果を得

た。第１に、教育歴の高い群と低い群との間で

健康寿命には女性 1.6 年・男性 1.7 年の格差が

あった。第２に、低または中レベルの教育歴で

あっても、社会参加を行っている群の健康寿命

は、教育歴が高い群のそれと差がなかった。以

上より、教育歴に伴う健康寿命格差は社会参加

により縮小する可能性が示唆された。 

 村上は、世帯員数およびその変化が健康寿命

に及ぼす影響について、全国コホート研究であ

る NIPPON DATA90 を用いて多相生命表により検

討した。その結果、65歳平均余命は男性独居で
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低い一方で女性独居では差が小さいこと、健康

寿命では両性とも独居では高齢者夫婦に比べ健

康寿命が低いことが分かった。世帯員・構造の

変化に着目すると、高齢夫婦を維持した群に比

べて、変化した群では男性は健康寿命が高い傾

向、女性は若干低い傾向を示した。 

 横山は、自治体（都道府県・市町村）において

健康寿命の地域間間格差の要因分析を行うため

の手法を開発するために、都道府県・市区町村

別に、平均自立期間・平均寿命、およびこれらに

直接影響する死因別死亡、要介護認定率の地域

差や経年推移を“見える化”する資料・ツール類

を作成・更新した。 

［令和６年度］ 

 川戸は、2022 年国民生活基礎調査データなど

をもとに、全国と都道府県別の健康寿命（日常

生活に制限のない期間の平均）と不健康期間を

算定した。その結果、2022 年の健康寿命は男性

72.57 年・女性 75.45 年、不健康期間は男性 8.49

年・女性 11.63 年であった。2010～2019 年の推

移を基準とすると、2022 年の健康寿命も不健康

期間も短くなっており、これには COVID-19 の影

響による死亡率と不健康割合の上昇が強く関連

することが示唆された。健康寿命の都道府県格

差を評価するため、2022 年の「上位 1/4 と下位

1/4 の平均の差」を算定した結果、2022 年の値

は 2019 年のそれと比べて、男性でほぼ不変と女

性で低下傾向と評価された。健康寿命と不健康

期間の2022年値にはCOVID-19の影響が大きく、

その解釈には十分な慎重さが求められる。今後

の健康寿命と不健康期間の算定を待って、

COVID-19 の影響を見極めることが重要であり、

それらの影響も加味して目標設定及び評価・分

析を行う必要がある。なお本研究成果は、厚生

科学審議会第４回健康日本 21（第三次）推進専

門委員会（令和 6 年 12 月 24 日)で報告された。 

 辻󠄀は、健康日本 21（第二次）期間中に目標達

成が確認された「平均寿命の増加分を上回る健

康寿命の増加」が先進各国でも確認されている

か否かを検討するために、先行文献のシステマ

ティックレビューを試みた。しかし、それはす

でに英国の研究グループにより行われていた

（BMJ Open 2021;11:e045567）。それによると、

ほぼ全ての先進国（スウェーデンの女性を除く）

で健康寿命の増加分は平均寿命の増加分を下回

っていた。そこで、本研究を改めて行うことの

価値は限られると判断し、別の課題（アクショ

ンプラン研修会の開催）に注力した。 

 村上は、わが国の健康寿命の延伸可能性を検

討するために、健康寿命の 2022 年値に基づき、

2040 年までの健康寿命の予想値を 16 種類のシ

ナリオ（死亡率や不健康割合に関する様々な仮

定）に基づいて検討した。その結果、2022 年か

ら2040年の18年間の延伸として、男性では1.13

から 5.24 年、女性では 0.31 から 3.96 年が予想

された。しかし、健康寿命の 2022 年値は COVID-

19 の影響を強く受けており、その影響が今後も

続くか否かが不確定であるため、2022 年を含む

将来予測の適切性については、2025 年の健康寿

命と不健康期間の算定をもとに、再確認と検討

が必要と思われる。 

 横山は、地域間の健康格差の要因分析を行う

ための手法を開発するために、都道府県・市区

町村別に、平均自立期間・平均寿命、自立してい

ない期間の平均、死因別 SMR、要介護認定率等の

地域差や経年推移を“見える化”する資料・ツー

ル類を更新した。また、疾患別医療費、特定健診

によるリスク因子・生活習慣の状況に関する既

存の資料・ツール類も合わせて、健康寿命の自

治体格差とその要因に関する分析手順書をまと

めた。これらの活用により、健康寿命の値と推

移に関する地域差の要因分析が進むことが期待

される。 

 

２）主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防

に関する研究（岡村智教・片野田耕太・ 

 津下一代） 

［令和４年度］ 

 岡村は、未治療の段階からどの程度の割合で

新規の服薬が発生するかを解明するため、健康
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な集団を対象とするコホート研究データを分析

した。当初、服薬者のいない健常ボランティア

集団である神戸研究の参加者 930 人（男性 282

人、女性 648 人）を対象に、６年後調査の服薬

情報を確認した。その結果、新規服薬者は、高血

圧の服薬 100人（10.8％）、脂質異常症の服薬 92

人（9.9％）、糖尿病の服薬 12 人（1.3％）であ

った。また、ベースライン調査時の検査値を調

べると、新規服薬者のうち一定割合は、診断基

準には達していないものの境界域に該当してい

た。したがって、新規の服薬の開始を抑制する

ためには、これらの境界域該当者に対する生活

習慣改善のための働きかけが必要と考えられた。 

 片野田は、がんの一次予防、二次予防の分野

におけるロジックモデルの提案と、同分野にお

ける健康格差の指標の提案を行った。がん対策

の一次予防では、生活習慣と感染という日本人

のがんの主要な要因について、現行の健康日本

21およびがん対策推進基本計画と整合性を取る

形でロジックモデルを構築した。がんの二次予

防では、科学的根拠に基づくがん検診の選択と

実施、受診勧奨、精度管理に関する施策と評価

指標を構築した。がんの一次予防、二次予防に

おける健康格差指標については、悉皆調査デー

タでは市町村別の地理的はく奪指標を用いた指

標が、標本調査データでは学歴や収入などの社

会経済属性別の集計が利用できると考えられた。

健康日本 21 および都道府県計画において、健康

格差を含めた実効的な施策を評価するための枠

組みを提示する必要がある。 

 津下は、糖尿病の発症予防、早期発見、患者の

重症化予防と QOL 維持向上までの相互関連を俯

瞰したうえで、糖尿病分野のロジックモデルを

作成し、指標・数値目標を提案した。科学的エビ

デンスの収集・精査により、包括的なリスク管

理、生活習慣改善・体重減量の重要性、社会的・

経済的格差やスティグマへの対応の必要性が確

認された。ロジックモデルでは、１段目（生活習

慣）、２段目（包括的なリスク管理）、３段目（健

康障害）という階層構造により、糖尿病の発生

予防から重度化予防までを包括的にとらえられ

るモデルとした。Trend-analysisツールを用い

て、糖尿病性腎症による新規透析導入、血糖コ

ントロール不良者（HbA1c≧8.0％）の割合、糖尿

病有病者数の３指標について将来予測を行い、

2032 年値を推計して対策の効果を見積もり、目

標値を提案した。 

［令和５年度］ 

 岡村は、地域における高血圧対策の事例を抽

出した。具体的には、日本高血圧学会の「高血圧

ゼロのまちづくり」モデルタウンの各自治体の

具体的な取組や特徴を整理した。対象自治体の

取組をまとめると、多くの自治体で、ハイリス

クアプローチとポピュレーションアプローチが

併用されているが、ハイリスクアプローチでは

特定健診後のハイリスク者への追加的な保健指

導が多く、ポピュレーションアプローチでは行

政による情報提供や教育が主たる事業として実

施されていた。一方で、インセンティブの導入

やデフォルトの変更により選択を誘導するなど、

情報提供より上の段階のポピュレーションアプ

ローチの一律的な実施は困難である可能性も示

唆された。 

 片野田は、がんの１次予防の重要な要素であ

る喫煙対策と２次予防（がん検診）について検

討した。喫煙対策のロジックモデルは、喫煙率

の減少・妊娠中の喫煙をなくす、未成年者の喫

煙をなくす、職域のたばこ対策、および受動喫

煙対策の４つについて作成した。アクションプ

ラン骨子は、日常診療や健診等の保健事業の場

での短時間禁煙支援の実施、職域における喫煙

対策実施の促進、法規制の強化につながる受動

喫煙防止条例の制定と対策の推進の３つについ

て作成した。がん検診については、厚生労働省

「がん検診のあり方に関する検討会」の議論に

基づいて展開されている事業について公表資料

を収集し、概要をまとめた。喫煙対策では、禁煙

治療の制度化、インセンティブ付与、広告・販売

促進の規制、受動喫煙防止の法制化、たばこ製

品の値上げなど、介入のレベルが高い国の施策
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を組み合わせることが重要だと考えられた。が

ん検診については、がん検診個別受診勧奨・再

勧奨（コール・リコール）と精度管理の徹底が最

も重要な施策であると考えられた。 

 津下は、健康日本 21（第三次）の糖尿病分野

における目標達成のため、①健診受診率向上、

②肥満症・メタボリックシンドロームに対する

生活習慣介入、③適切な受療行動、の３つのテ

ーマに焦点をあて、改善策を提案した。①では、

本人へのインセンティブ・ディスインセンティ

ブ付与を検討、公的健康保険における健診の役

割の周知が必要である。②では、肥満症・メタボ

リックシンドロームに対する生活習慣介入の効

率化を図ること、高度肥満者・薬物治療中の者

に対する減量指導など、医療と保健事業が連携

して取り組むことが必要である。③では、糖尿

病初期教育の場の設定、保険者による重症化予

防事業の効果的な実施、FBR 作成ツールや国保

データベース（KDB）を活用して事業効果を評価・

運用できる仕組が必要である。 

［令和６年度］ 

 岡村は、日本高血圧学会「高血圧ゼロのまち

づくり」モデルタウン事業に参加している全 17

自治体の取組を整理した。その結果、ハイリス

クアプローチでは特定健診後のハイリスク者へ

の追加的な保健指導が多く、ポピュレーション

アプローチでは情報提供や教育が主に実施され

ていた。一方で、インセンティブの付与やデフ

ォルトの変更による選択の誘導、環境整備によ

る健康な選択の誘導などの実施が少なかった。

今後は、保健行政だけでなく、他領域の行政・職

域・保険者・その他関連団体などの幅広い実施

主体の連携・協働による高血圧対策を進めてい

く必要がある。「健康日本 21 推進全国連絡協議

会」の加入 89 団体の取組内容を精査した結果、

健康日本 21（第三次）の循環器病目標６項目の

うち最終目標と考えられる「脳⾎管疾患・⼼疾
患の年齢調整死亡率の減少」を取組中としたの

は 16団体に過ぎなかった。 

 片野田は、たばこ対策の介入のはしごの整理

とアクションプランを作成した。介入のはしご

は、喫煙率の減少、妊娠中の喫煙をなくす、未成

年者の喫煙をなくす、職域のたばこ対策、およ

び受動喫煙対策の４つについて作成した。アク

ションプランは、わが国での実現可能性および

実効性の観点から、日常診療や健診等の保健事

業の場での短時間禁煙支援の実施、職域におけ

る喫煙対策実施の促進、法規制の強化につなが

る受動喫煙防止条例の制定と対策の推進の３つ

について作成した。介入の強度の観点からは受

動喫煙防止の法規制の強化やたばこ税の増税な

どが優先される一方、地域や職域の実情に合わ

せて実施可能な施策を選定して組み合わせるこ

とが重要と考えられた。 

 津下は、糖尿病領域におけるアクションプラ

ンの推進・評価の体制を提案するとともに、国

際的な動向を踏まえた今後の糖尿病対策の方向

性を考察した。前者では、昨年度作成した「糖尿

病治療継続者の増加」のロジックモデルを精査

し、自治体・保険者・職域・関係団体等が実施す

る保健事業について、具体的な事業内容・得ら

れる情報の種類などを整理し、糖尿病領域のア

ウトプット指標・アウトカム指標としての活用

可能性をまとめた「健康日本 21（第三次）にも

とづく都道府県健康増進計画策定」を作成し、

全都道府県に配布した。後者では、健診等を起

点にした行動変容プログラムの国際状況を踏ま

えて、保健指導・療養指導では包括的なアセス

メントやプログラム化などにより、予防と医療

の連続性確保と質の向上が必要であることを示

した。 

 

３）社会生活を営むために必要な機能の維持・

向上に関する研究（西 大輔・近藤克則） 

［令和４年度］ 

 近藤（克）は、次期プランにおける高齢者の健

康および社会的健康に関する目標指標と施策を

提案した。具体的には、昨年度作成した高齢者

の健康分野におけるロジックモデルをもとに、

利用可能な指標の入手可能性や妥当性を検討し、
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日本老年学的評価研究（Japan Gerontological 

Evaluation Study，JAGES）のデータ等を用いて

建造環境や高齢者の健康との関係を分析したう

えで、目標指標と施策を提案した。その結果、近

隣の良好な建造環境に住む高齢者はフレイルリ

スクが低いこと、社会生活をしている高齢者が

多い都道府県は自殺率が低いことなどを明らか

にした。さらに、次期プランの指標（案）とし

て、社会環境の質の向上（地域のつながりの強

化、社会活動に参加している者の割合など）、自

然に環境になれる環境づくりを提案した。 

 西は、こころの健康に関する数値目標と施策

を提案し、さらにこころの健康の副次目標とな

り得る孤独感・社会的孤立と地域格差との関連

を検討した。数値目標としては、心理的苦痛を

抱える者の減少に関しては2036年までに 9.4％

とすること、心のサポーター数に関しては厚労

省の目標に準じて 2033 年までに 100 万人とし

た。施策の提案に関しては、一次予防としては

出前講座等による普及啓発、二次予防としては

様々な相談窓口の設置と充実、三次予防として

は精神疾患を持つ人の就労や社会参加のための

相談支援の充実等が考えられた。また、孤独感・

社会的孤立と地域格差に関しては、社会的孤立

のみ、調整後の解析で居住環境との間に有意な

群間差が認められたが、孤独感に関しては有意

な地域格差は認められなかった。 

［令和５年度］ 

 近藤（克）は、昨年度作成した高齢者の健康分

野におけるロジックモデルをもとに、１）日本

老年学的評価研究（ Japan Gerontological 

Evaluation Study，JAGES）のデータ等を用いて

社会・建造環境や高齢者の健康との関係を分析

し、２）高齢者の社会参加促進について国・自治

体・関係団体・個人の各レベルが取組むべき施

策（アクションプラン）のあり方を整理した。そ

の結果、１）社会参加によりその後の社会的サ

ポートが豊かになることや共食の機会が多いほ

どその後の幸福感が高くなり、その効果は独居

者の方が大きいことなどを明らかにした。２）

ロジックモデルに沿って、社会参加促進のアク

ションプランをマッピングした上で、他部局を

巻き込み、課題横断型のアクションプランや仮

説として掲示するアクションプランのエビデン

スの創出に向けたモニタリング・効果評価の必

要性など、アクションプランのあり方について

整理・提案した。 

 西は、こころの健康に関するアクションプラ

ンを提案し、こころの健康の副次目標となり得

る子ども期逆境体験（ Adverse Childhood 

Experiences: ACEs）と地域格差との関連を検討

した。アクションプランとして、一次予防とし

ては出前講座等による普及啓発、二次予防とし

ては様々な相談窓口の設置と充実、三次予防と

しては精神疾患を持つ人の就労や社会参加のた

めの相談支援の充実等が考えられた。また、ACEs

と地域格差との関連に関しては、「日本における

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）問題に

よる社会・健康格差評価研究（The Japan COVID- 

19 and Society Internet Survey: JACSIS）」の

データを分析して、以下の結果を得た。ACEの個

数が多いことは成人期の剥奪地域居住と関連し

ていた。しかし、婚姻状況や教育歴などの個人

要因を共変量に投入すると、有意差は消失した。

ACEと成人期の都市居住とは関連がなかった。 

［令和６年度］ 

 西は、こころの健康に関するアクションプラ

ンを提案し、こころの健康の副次目標となり得

る子ども期逆境体験（ Adverse childhood 

Experiences: ACEs）の日本における体験率およ

び精神的苦痛との関連を検討した。アクション

プランとして、妊産婦に関しては無料のインタ

ーネット認知行動療法の活用等、育児・子ども

に関してはペアレントトレーニングの開催や

SOS の出し方教育の推進、心のサポーターに関

しては研修の開催、相談支援に関してはトラウ

マインフォームドケアの普及等について提案し

た。また、ACEsに関しては、１つ以上の ACEs経

験者は 74.5％、４種類以上の ACEs 経験者は

14.7％であった。ACE の体験数が多いことは成
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人期の重度の心理的苦痛と関連した。こども期

の貧困は、高齢者では（若年者に比べて）心理的

苦痛に与える影響は小さかった。一方で、学校

でのいじめの経験は、年代を問わず重度の心理

的苦痛に与える影響は大きかった。 

 

４）健康格差の縮小に関する研究（近藤尚己・

田淵貴大） 

［令和４年度］ 

 近藤（尚）は、介護保険データを活用して、死

亡までの自立度の変化パターンの社会経済格差

を分析した。分析の結果、持続的重度障害

（9.4％）、進行性（12.6％）、急速進行性（12.4％）、

急激低下（19.2％）、ADL 低下なし（46.3％）と

いう５つのトラジェクトリが同定された。社会

的孤立（社会活動参加が少ない者）ほど、持続的

重度障害や急激低下のトラジェクトリを描く割

合が多かった。所得や教育年数が良好なほど、

長期間自立度が高いパターンのオッズが高かっ

たが、統計的には不明確であった。社会的孤立

を予防すること、また社会的孤立や経済状況に

配慮した予防的ケアを行うことが、人生の最後

の数年間における高齢者の機能的能力の維持や

その格差の是正に役立つ可能性が示された。 

 田淵は、国民生活基礎調査データを利用して、

社会経済状況とがん検診受診との関連を検討し

た。アウトカムは子宮頸がん検診（２年以内）、

乳がん検診（２年以内）、大腸がん検診(１年以

内)の受診率とし、社会経済状況の指標として学

歴および雇用形態を用いた。その結果、低学歴

と不安定な雇用形態は各がん検診の未受診と関

連しており、がん検診未受診の雇用形態に応じ

た格差は拡大していた。以上より、社会経済的

状況の各層でのがん検診受診率に注目し、がん

検診受診の社会経済格差を縮小させることの重

要性が示唆された。 

［令和５年度］ 

 近藤（尚）は、健康日本 21（第三次）の目標

である社会環境整備と健康格差の縮小に関して

検討を行った。まず、社会環境整備に関する目

標のうち、「つながり」「社会活動」「共食」につ

いて、アクションプラン案を作成した。つなが

りでは「通いの場づくり」「つながりづくりに向

けた地域での体制構築支援」、社会活動では「社

会活動の場を促す人材育成と機会づくり」「人が

集まる場や仕組みづくり」「ICT技術を積極的に

取り入れた住民サービスの提供」、共食では「地

域の共食マップを作成する」「父親の育児参加と

して食事づくりを推進」「地域で共食を促す場を

作る（子ども食堂、みんな食堂、シニア食堂等）」

を選定した。さらに、地域のジェンダー規範と

メンタルヘルスとの関連を、全国61市町村の65

歳以上男女 25,937 名のデータを用いて検討し

た。その結果、居住地域のジェンダー規範が保

守的だと感じている男性では、1.9 倍うつ症状

を抱く人が多く、2.0倍自殺念慮を抱き、2.2倍

自殺未遂歴があった。女性でも同様に、うつ症

状が 1.8倍、自殺念慮が 2.1倍、自殺未遂歴が

2.6倍多かった。 

 田淵は、ヘルスプロモーション政策における

健康格差対策として求められるものを検討し、

健康格差のモニタリングについて検討した。日

本の公的統計を活用して、喫煙やがん、歯の健

康に関する健康格差モニタリングが可能である。

健康日本 21 におけるアクションプランとして、

まずは公開されている公的統計データソースを

用いて健康格差を多角的な視点から「見える化」

すること、そして、都道府県格差のみならず市

区町村別の格差をモニタリングすることに取り

組むことで、実態に即した健康格差対策の議論

に結びつくことが期待される。 

［令和６年度］ 

 近藤（尚）は、健康日本 21（第三次）の社会

環境整備に関する目標のうち「地域の人々との

つながりが強いと思う者の増加」「社会活動を行

なっている者の増加」「共食している者の増加」

の各項目について、ロジックモデルとアクショ

ンプランを改定した。例えば、孤独孤立対策推

進法の交付を受けて、誰も取り残さない

（inclusion）ための対応として各自治体におけ
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る「孤独孤立対策の推進」を推奨アクションに

追加した。また、各アクションの遂行に向けて

主に都道府県でモニタリングすべきアウトプッ

ト指標・中間アウトカム指標 43 項目を提案した。

これらの指標のうち、とくに「通いの場づくり」

や「孤独孤立対策」は市町村の事業であるため、

事業評価のための情報を流用できると思われる。 

 田淵は、加熱式タバコ（HTP）の IQOS、Ploom、

gloの使用割合を地域ごとに記述するとともに、

各デバイスが先行販売された都市における当該

製品の使用割合を明らかにするために、全国規

模のオンライン調査に回答した 20 歳以上の

29,437人を対象に分析した。その結果、ほぼす

べての地域で IQOSが最も使用されていた。一方、

各 HTP が先行販売された都市では、先行販売さ

れた製品がそれぞれ最も使用されており、名古

屋市では IQOS が 39.3％、福岡市では Ploom が

21.0％、仙台市では gloが 41.5％であった。 

 

５）生活習慣及び社会環境の改善に関する研究

（相田 潤・井上 茂・栗山健一・村山伸子） 

［令和４年度］ 

 相田は、歯周病の主症状である歯肉出血や重

要な歯科保健行動である過去１年以内の歯科受

診について、健康格差が存在するか、また格差

に対して歯科医療費の負担がどのように寄与す

るかについて検討した。2019 年日本老年学評価

研究（JAGES）のデータを用いて、65歳以上の自

立高齢者15,389人（平均年齢71.8歳、女性52％）

を対象に、歯科医療費の自己負担割合による格

差の違いを検討した。その結果、歯肉出血と歯

科受診には等価所得や教育歴に伴う健康格差が

存在した。一方、自己負担割合が小さいグルー

プほど社会経済的要因による歯肉出血・歯科受

診の格差が小さくなった。以上より、歯科医療

費の自己負担割合を下げることには社会経済的

要因に伴う口腔の健康格差を是正する可能性が

あることが示唆された。 

 井上は、国民健康・栄養調査のデータを用い

て 2032 年の歩数・運動習慣者割合を予測し、歩

数の目標（男女とも成人 8000 歩／日、高齢者

6000歩／日）運動習慣者割合の目標（男女とも

成人 30％、高齢者 50％）を提案した。また、現

在検討が進められている新しい身体活動・座位

行動ガイドラインとの整合をはかりつつ、オプ

ションとして４つの目標、すなわち、立地適正

化計画等の都市計画を評価し目標とする案（Ａ

案）、国全体の立地適正化計画の策定状況を目標

とする案（Ｂ案）、健康日本 21（第二次）の環境

整備目標の改訂案（Ｃ案）、国民健康・栄養調査

等の調査を用いて環境整備の状況を評価する案

（Ｄ案）を提案した。またＤ案を用いて全国 122

都市、38,798人のインターネット調査を行った。 

 栗山は、次期健康づくり運動プランにおける

「睡眠休養感」の具体的数値目標に加え「睡眠

時間」に関する数値目標を検討した。「睡眠休養

感」指標では、20～59 歳では平成 30 年度の

70.4％から平成 21 年度の水準まで回復させる

ことを目標とし、75％を数値目標として推奨す

る。60歳以上では、平成 30 年度の 86.8％から

平成 21 年度の水準まで回復させることを目標

とし、90％を具体的数値目標として推奨した。

「睡眠時間」指標では、20～59歳における短時

間睡眠のリスクと 60 歳以上での長時間臥床の

リスクを鑑み、20～59歳では６時間以上９時間

未満、60歳以上では６時間以上８時間未満を「十

分な睡眠時間」と設定した。そして、全ての世代

で十分な睡眠時間が確保できている者の割合が

60％以上を達成することを推奨した。 

 村山は、次期プランの策定・実施・評価に関し

て、学術的エビデンス・手法をもとに、行政上の

課題の解決を目指している。令和４年度では、

先行研究や自治体行政栄養士へのヒアリング等

をもとに、栄養・食生活分野のロジックモデル

の更新、目標項目、目標値の検討を行うことと

した。健康日本 21（第二次）の評価結果、先行

研究等をもとに、栄養・食生活分野の目標とし

て、（１）栄養状態：適正体重の維持６指標、（２）

食物・栄養素摂取：適切な量と質の食事２指標、

（３）食行動：健康的な食行動１指標、（４）食
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環境：健康で持続的な食環境２指標を提案し、

食環境以外の項目について目標値を設定した。

次期プランの目標に焦点をあててロジックモデ

ルを更新した。 

［令和５年度］ 

 相田は、日本人の高齢者におけるさまざまな

SES 指標と歯科受診との関連を検討した。この

横断研究は 2016 年日本老年学的評価研究

（JAGES）の 65歳以上の 12,391人のデータを用

いた。格差勾配指数（SII）および格差相対指数

（RII）を用い、教育、所得、資産、年金と治療

的および予防的歯科受診との関連を検討した。

参加者の平均年齢は 74.0±6.2 歳で前年に予防

的な歯科受診をした人は 56.3％、治療的な歯科

受診した人は 65.9％であった。歯科治療受診に

おける格差は、資産、年金、所得で観察された

が、予防的受診では所得において有意差は見ら

れなかった。資産は、治療［（SII 0.09、95％CI 

0.06～0.13）、（RII 1.14、95％CI 1.09～1.21）］

と予防［（SII 0.08、95％CI 0.05～0.12）、（RII 

1.16、95％CI 1.09～1.23）］歯科受診の格差に

最も強い関連を示した。高齢者では、学歴や所

得よりも、むしろ資産や年金が、歯科受診の健

康格差に強い関連を示した。 

 井上は、健康日本 21（第三次）で示された身

体活動・運動の目標のうち、歩数および運動習

慣者の割合の増加を達成するために、国および

各自治体、関連する団体が取り組むべき健康増

進施策（アクションプラン）を示すことを目的

とした。アクションプランの提示にあたり、昨

年度に作成したロジックモデルの改訂を行った。

そのために、①日本健康教育学会環境づくり研

究会で議論を行い、②関連する専門家 23人の構

造化インタビューを実施した。完成したロジッ

クモデルは、実施主体別の具体的な健康増進施

策（個別施策）、施策の成果を示す指標（アウト

プット指標）、それらの施策によって期待される

個人の変化（中間アウトカム）、そして最終的な

目標（分野別アウトカム：歩数および運動習慣

者の割合）で構成された。また、実施主体別の個

別施策は、より効果の高い施策を検討するため

に介入のはしごを用いて整理し、さらに各施策

の内容を解説した。 

 栗山は、睡眠・休養に関するアクションプラ

ンを検討した。健康日本 21（第三次）における

休養目標である、「睡眠休養感」および「睡眠時

間」が十分に確保できるという、目標を達成す

るためには、「健康づくりのための睡眠ガイド

2023」に基づき適切な睡眠の確保のための目標

および具体的対策を広く国民に教育・啓発する

ことがまず求められる。さらに、国や企業がこ

れを達成するために、国民・企業職員の休養時

間を確保し、労働負担を適正化するための環境

整備が必要であるとともに、国民一人ひとりが、

自身の睡眠状態を適切に評価可能とする客観的

睡眠評価デバイス（ウェアラブルデバイス等）

を利用し、適切に活用可能な基盤整備が必要で

ある。これを達成するために、時間外労働の上

限規制や勤務間インターバル制度の周知・徹底

および企業や業種ごとに適切な就業ルールを定

め、充実させるとともに、ウェアラブルデバイ

ス等を用いた睡眠管理を普及させるためのイン

フラ整備、公的支援の導入も有効であると思わ

れる。 

 村山は、健康日本 21（第三次）で設定された

栄養・食生活分野の目標８項目（適正体重４項

目、栄養素・食物・料理の摂取４項目）につい

て、先行研究および自治体の既存の施策等をも

とに、ロジックモデルの更新、自治体が実施す

ることを想定したアクションプラン（施策の案）

を作成した。いずれの目標についても、ロジッ

クモデルは、プリシード・プロシードモデル、行

動科学理論等の既存のモデル等を用いて、施策、

アウトプット指標、中間アウトカム指標、アウ

トカム指標を設定した。アクションプラン作成

では、まず、国、自治体、医療保険者、企業、保

育所・学校等の主体別に、「介入のはしご」を用

いて施策（取組）を整理した。次に、その中で重

要性、効果のエビデンス等を踏まえて、具体的

なアクションプランのポイントを整理した。 
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［令和６年度］ 

 相田は、健康日本 21（第三次）の歯・口腔の

健康に関する３つの目標（歯周病を有する者の

減少、よく噛んで食べることができる者の増加、

歯科検診の受診者の増加）について、目標実現

のためのロジックモデルとアクションプランを

作成した。アクションプランでは、健康教育に

加えて社会環境整備に向けた施策、インセンテ

ィブやデフォルトの変更を重視した施策も考慮

するなど、より実効性に富んだ施策について分

かりやすく分類して設定した。ロジックモデル

では、個別の施策や健康目標の相対的な位置関

係を階層的に提示し、最終的な目標に向けてど

のような施策や中間目標がどこに位置付けられ

ているか理解しやすいものとした。 

 井上は、身体活動・運動分野について、都道府

県健康計画における個別施策の記載状況をレビ

ューした。その結果、健康づくり部門を中心に、

高齢者の社会参加促進等が比較的多く盛り込ま

れていた。また、一部の計画では教育・スポーツ

部門や国土交通部門など、他部門との連携によ

る施策も盛り込まれており、分野横断的な取り

組みが進みつつあることが示唆された。一方、

施策に対応する指標の整備状況については、既

存の統計等から把握可能なものが半数以下にと

どまり、特に重要な施策でも中間指標が未整備

な場合が多かった。以上の状況を踏まえて、PDCA

を回すための、アウトプット指標、中間アウト

カム指標の提案を行った。今後は定期的な公的

調査に中間指標となる調査項目を追加するなど、

指標の整備とモニタリング体制の構築が求めら

れる。 

 栗山は、睡眠・休養に関するアクションプラン

を検討した。健康日本 21（第三次）の目標（睡

眠で休養がとれている者の増加、睡眠時間が十

分に確保できている者の増加）を達成するため

には、「健康づくりのための睡眠ガイド 2023」に

基づき適切な睡眠の確保のための目標および具

体的対策を広く国民に普及・啓発することが求

められる。さらに、国民の睡眠状態を適切に評価

するための客観的睡眠評価デバイス（ウェアラ

ブルデバイス）を活用するための基盤整備が必

要であり、ウェアラブルデバイスを活用した客

観的睡眠指標に基づく個人・集団の睡眠健康管

理方法とそのための基盤整備のあり方について

提案した。 

 村山は、栄養・食生活分野の目標８項目（成人

の肥満者、若年女性のやせ、低栄養傾向の高齢

者、子どもの肥満、バランスの良い食事、野菜・

果物・食塩の各摂取量）について、アクションプ

ランとロジックモデルを提案した。さらに、ロ

ジックモデルにおけるアウトプット指標と中間

アウトカム指標について、具体的な項目と把握

方法を提示した。今後は実際の自治体の計画か

ら事業、評価までの流れでこのロジックモデル

を活用して、この手法の実行可能性と効果を検

証することが必要である。また、自治体が実施

することを想定したロジックモデルとアクショ

ンプランについて、論文を発表するとともに、

主に自治体関係者向けの研修会を開催して、検

討内容の普及に努めた。 

 

６） 研究成果の社会還元・広報活動 

 （辻 一郎・研究分担者全員） 

［令和６年度のみ実施］ 

 本研究班は、健康日本 21（第三次）の目標全

51 項目のうち 30 項目について、ロジックモデ

ルとアクションプランを作成してきた。その成

果を全国の健康づくり担当者に幅広く伝えるた

めにウェブによる「アクションプラン研修会」

を開催した。研修会では、本研究班の研究分担

者 10 名が１時間ずつ講義を行った。研修会は３

回に分けて実施した。研修会の参加申し込みは

ウェブにて行い、各回とも約 800 名の登録があ

った。研修会終了時に受講者の感想をアンケー

ト調査したところ、96.1％が「非常に満足した」

または「まあ満足した」と回答するなど、高い評

価をいただいた。 

 また、研究分担者の井上・片野田・村山は、各

担当領域のロジックモデルとアクションプラン
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を作成するにあたって、日本健康教育学会環境

づくり研究会メンバーと共同研究を行ってきた。

その成果（ロジックモデルとアクションプラン

の提案）を 2024 年 4 月 30 日発行の日本健康教

育学会誌第32巻特別号（「健康日本21（第三次）

推進に向けたアクションプランの提案―栄養・

食生活、身体活動、たばこの３分野について―」）

に特集した。本特集号では、各分野の目標達成

に向けたロジックモデルとアクションプランに

関する論文が 13編掲載された。これにより、本

研究班の検討結果と提言がより広い範囲の健康

づくり関係者に伝わることが期待される。 

 

Ｄ．考 察 

 本研究事業では、以下の６点について調査研

究と社会還元活動を行った。 

１. 健康寿命の延伸と健康格差の縮小に関する

研究 

２. 主要な生活習慣病の発症予防と重症化予防

に関する研究 

３. 社会生活を営むために必要な機能の維持・

向上に関する研究 

４. 健康格差の縮小に関する研究 

５. 生活習慣及び社会環境の改善に関する研究 

６. 研究成果の社会還元・広報活動 

このうち、第１項の研究は健康寿命に関する

検討（測定・計算方法に関する検討、国民生活

基礎調査データを用いた健康寿命の算定、健康

寿命の関連要因の解明、健康寿命の地域間格差

の要因分析と縮小策の検討など）を行うもので

ある。一方、第２項から第５項までの研究は次

期プラン（健康日本 21（第三次））のあり方に関

する検討を行うものである。そこで、第２項か

ら第５項までの研究については一括して、３年

間の達成状況を検討したい。 

 第１項「健康寿命の延伸と健康格差の縮小に

関する研究」では、健康寿命と不健康期間の2022

年値を算出し、厚生科学審議会第４回健康日本

21（第三次）推進専門委員会 (令和 6年 12 月 24

日)に報告した。健康寿命と不健康期間の 2022

年値には COVID-19 の影響が大きく、その解釈に

は十分な慎重さが求められることが明らかとな

った。健康寿命の関連要因については、コホー

ト研究データを用いて、心理的苦痛・教育歴・世

帯構造などの影響を解明した。これらの知見は、

健康日本 21（第三次）の展開にも有意義なもの

と思われる。健康寿命の自治体格差とその要因

に関する「見える化資料集」と分析手順書をま

とめたことにより、自治体担当者による健康寿

命の要因分析が進むことが期待される。 

 第２項「主要な生活習慣病の発症予防と重症

化予防に関する研究」、第３項「社会生活を営む

ために必要な機能の維持・向上に関する研究」、

第４項「健康格差の縮小に関する研究」、第５項

「生活習慣及び社会環境の改善に関する研究」

では、以下の研究を行った。第１に、令和４年度

は次期プランで掲げるべき目標項目と目標値を

提案するために、さまざまなエビデンスを精査

し、ロジックモデルを検討した。これをもとに、

56 項目の目標候補を選定し、厚生労働省担当課

に提案した。第２に、令和５年度と６年度は健

康日本 21（第三次）の目標全 51 項目のうち 30

項目について、ロジックモデルとアクションプ

ランを作成した。第 3 に、令和６年度はロジッ

クモデルにおけるアウトプット指標と中間アウ

トカム指標について、具体的な項目と把握方法

を提示した。これらの検討・提案は、健康日本

21（第三次）の策定・実施・評価に対して大きな

貢献をなすものであったと思われる。 

 第６項「研究成果の社会還元・広報活動」につ

いても、ウェブによるアクションプラン研修会

を３回開催して各回約 800 名に講演を行ったり、

日本健康教育学会誌第 32 巻特別号（「健康日本

21（第三次）推進に向けたアクションプランの

提案－栄養・食生活、身体活動、たばこの３分野

について－」）の刊行に参加するなど、本研究班

が３年間検討したことの成果を全国の健康づく

り関係者に伝えることができたと思われる。こ

れらの活動は、最終年度にふさわしい活動と言

っても過言ではない。 
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 本研究事業に基づく英文原著論文が国際的学

術誌に 66編掲載されるなど、学術上の価値も高

かった。さらに、健康日本 21（第三次）の計画

内容を紹介する総説論文（日本語）が 71編発表

されるなど、健康日本 21 の普及啓発にも大きく

貢献できたものと自負している。 

 健康寿命の 2022 年値（全国・都道府県別）が

厚生科学審議会第４回健康日本 21（第三次）推

進専門委員会 (令和 6 年 12 月 24 日)で報告さ

れた際には、多くの TVニュース・新聞記事など

で報道され、社会的に大きな注目を集めた。さ

らに、本研究班の会議には厚生労働省から約 20

名の方々が毎回出席されるなど、行政的にも高

く評価されていたものと思われる。 

 以上のように、本研究は３年間の計画通りに

進捗することができた。学術研究面の業績に加

えて、健康日本 21 の普及啓発や健康づくり施策

の立案・展開に対しても大きく貢献できたと思

われる。 

 

Ｅ．結 論 

令和６年４月に開始された健康日本 21（第三

次）の策定・実施・評価を学術的観点からサポー

トすることを目的に、15 名の研究者で研究班を

組織し、以下の結果を得た。 

１. 2022 年の健康寿命は男性 72.57 年・女性

75.45 年、不健康期間は男性 8.49 年・女性

11.63 年であった。2010～2019 年の推移を基

準とすると、2022 年の健康寿命も不健康期

間も短くなっており、これには COVID-19 の

影響による死亡率と不健康割合の上昇が強

く関連することが示唆された。 

２. 健康日本 21（第三次）で掲げるべき目標項

目と目標値を提案するために、さまざまなエ

ビデンスを精査し、ロジックモデルを検討し

た。これをもとに、56 項目の目標候補を提

案した。健康日本 21（第三次）の目標全 51

項目のうち 30 項目について、ロジックモデ

ルとアクションプランを作成した。 

３. 上記の検討結果を全国の健康づくり担当者

に幅広く伝えるためにウェブによる「アクシ

ョンプラン研修会」を３回開催し、10 名の

研究分担者が講義を行った。各回とも約 800

名の登録があり、受講者の 96.1％が「非常

に満足した」または「まあ満足した」と回答

するなど、高い評価をいただいた。 

以上のように、本研究は３年間の計画通りに

進捗した。学術研究面の業績に加えて、健康日

本 21 の普及啓発や健康づくり施策の立案・展開

に対しても大きく貢献できたものと思われる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  なし 
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105. 内海智博，栗山健一，他．労働世代における

週末の寝だめと死亡転帰の関連（縦断的検討）．

6NCリトリート，東京，2024年 4月． 

106. 栗山健一．高齢不眠の病態基盤の理解と治療
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の理解も含めて～．第 8回日本老年薬学会学

術集会（スポンサードシンポジウム），東京，

2024年 5月． 

107. 栗山健一，兼板佳孝. 「健康づくりのための睡

眠ガイド 2023」の活用と今後の展開．日本睡

眠学会第 48回定期学術集会，横浜，2024年 7

月． 

108. 栗山健一．IoT やウエアラブルデバイスを活

用した睡眠健康増進－医療前段階を中心に－．

睡眠関連疾患における最良の Patient Journey

を目指した IoT やデジタルデバイスの活用．

日本睡眠学会第 48 回定期学術集会，横浜，

2024年 7月． 

109. 栗山健一.「健康づくりのための睡眠ガイド

2023」における高齢者の睡眠健康目標．日本

睡眠学会第 48回定期学術集会，横浜，2024年

7月． 

110. 河村 葵，栗山健一，他．職域における睡眠簡

易健診，睡眠衛生指導の有用性．日本睡眠学

会第 48回定期学術集会，横浜，2024年 7月． 

111. 伏見もも，栗山健一，他．日本人における不

溶性食物繊維摂取と睡眠休養感の関連．日本

睡眠学会第 48回定期学術集会，横浜，2024年

7月． 

112. 松井健太郎，栗山健一，他．一般勤労者の平

日の睡眠時間短縮に寄与する要因の縦断的検

討．日本睡眠学会第 48回定期学術集会，横浜，

2024年 7月． 

113. 栗山健一.「睡眠の質」と心身の健康．睡眠医

学の最新トピックスと総合病院精神医療での

展開．第 37回日本総合病院精神医学会総会，

熊本，2024年 11月． 

114. 栗山健一.「国民の睡眠健康目標に准じた精神

疾患患者の睡眠治療の考え方」．第 43回日本

社会精神医学会（ランチョンセミナー），東京，

2025年 3月． 

115. 栗山健一.「健康づくりのための睡眠ガイド 

2023」の概要・活用・発展．メインシンポジ

ウム「身体活動、食・栄養、飲酒、睡眠のガ

イドライン策定とエビデンスギャップ」．第

26 回日本健康支援学会年次学術大会，川崎，

2025年 3月． 

116. 津下一代．健康日本 21（第三次）推進へ向け

て〜産業保健に期待されること〜．第 97回日

本産業衛生学会，広島，2024年 5月． 

117. 津下一代．健康日本 21（第三次）をはじめと

する健康政策と日本運動疫学会・健康運動指

導士等への期待．第 26回日本運動疫学会学術

総会，佐久，2024年 6月． 

118. 津下一代．動脈硬化性疾患予防の観点から考

える後期高齢者の保健事業のあり方．第 56回

日本動脈硬化学会総会・学術集会（シンポジ

ウム），神戸，2024年 7月． 

119. 津下一代．わが国のメタボリックシンドロー

ム対策に関する歴史と現状，課題．第 56回日

本動脈硬化学会総会・学術集会（シンポジウ

ム），神戸，2024年 7月． 

120. 津下一代．コントラバシー糖尿病重症化予防

における保健事業．第 11回 JADEC年次学術

集会，京都，2024年 7月．  

121. 佐々木那津，西 大輔，他．多様な子ども期逆

境体験（Adverse Childhood Experiences: ACEs）

が成人期のメンタルヘルスに与える影響：

JACSIS 研究より．第 120回日本精神神経学会

学術総会，札幌，2024年 6月． 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

  なし 

２．実用新案登録 

  なし 

３．その他 

  なし 

 

 

 

 

 




